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景気が底割れを回避する中、住宅市場の過熱懸念は残存 

豪州の 10-12月期の実質 GDP 成長率は前期比+0.6％と前期（同+1.1％）から減速し

た。もっとも、中身を見ると、資源価格下落の影響を受けた企業部門が低調な一方、

消費が堅調な家計部門が下支えする構図が続いており、景気は底割れを回避した。 

一方、豪州準備銀行（RBA）が過熱を懸念している住宅市場についてみると、3月

1 日の金融政策決定会合の声明文で、「規制措置が賢明な貸出基準の設定に役立って

おり、住宅市場のリスクは抑制されている」とし、「住宅価格上昇幅が（過熱感が強

かった）メルボルンとシドニーで緩やかとなった」と続けた上で、「これまでの過熱

抑制策が奏功している」との見解を示した。 

もっとも、過熱懸念は依然残っているとみられる。その理由として、①長期的にみ

て価格動向と連動性が高かった住宅着工許可件数は、昨年 6月をピークに伸びが減速

し、11月以降は前年比減少に転じている一方、昨年 8月以降の住宅価格上昇率の減速

幅は限定的で、週次の住宅価格動向をみると上昇率はむしろ 3月に入り再加速してい

ることや、②住宅ローン残高は抑制策の効果もあり「投資家向け」の伸び率こそ鈍化

しているが、一部が「居住者向け」に「振り替わった」（注）とみられ、全体では 1 月

に前年比+8.5％と高い伸びが続いていることが挙げられる（第 1図、第 2図）。 

政府は、昨年 12 月より海外投資家の不動産購入時の虚偽申請に対する罰則規定を

強化したほか、国内投資家に対しても投資用物件に係る費用の損益通算制度の見直し

を検討している。この先も、政府は過熱抑制策により住宅市場の安定を図るとみられ

るが、大幅な規制強化は住宅価格の急落をもたらし、景気を腰折れさせかねないこと

から、政府・RBAは引き続き慎重な舵取りを迫られると考えられる。 

（注）RBA は 2016年 2月のレポートで、「投資家向け」ローンの伸び率が 2015年 7月以降に鈍化した要因に

ついて、2015 年 8 月以降大手行の投資家向け住宅ローン金利がこれまでに 44bps 引き上げられたため、

累積 340億豪ドル程度が居住者向けに「振り替わった」と指摘している。 
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第1図：住宅価格と住宅ローン残高
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（注）1. 『住宅価格』は、2011年以前は豪州統計局、以降はコアロジック社の統計。

2. 『住宅着工許可件数』は、公的部門を含まない（民間のみ）。

（資料）豪州統計局、コアロジック社統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

（前年比、％）

第2図：住宅価格・着工許可件数・住宅ローン金利
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（資料）コアロジック社、豪州中央銀行統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

（前年比、％）
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照会先：三菱東京 UFJ 銀行 経済調査室 竹島 慎吾 shingo_takeshima@mufg.jp 

前原 佑香 yuka_maehara@mufg.jp 
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